令和元年度第１回大阪府がん対策推進委員会がん診療連携検討部会
緩和ケア推進ワーキング（概要）
１．日　時：令和元年７月２6日（金）９時４５分～
２．場　所：大阪国際がんセンター　６階　大会議室
３．議　事：
（１）大阪府がん診療拠点病院における指定要件（緩和ケア）の見直しについて
（２）その他
４．委員からの意見要旨
（１）大阪府がん診療拠点病院における指定要件（緩和ケア）の見直しについて
【意見要旨】
　　＜拠点病院等との連携による提供体制整備＞
〇緩和ケアの体制整備に関して、府独自に拠点病院等との連携を要件としているが、もう少し具体的な説明があった方がよい。
＜意思決定支援の提供体制整備、研修実施及び患者･家族への周知＞
〇意思決定支援の提供体制にかかる研修実施及び患者･家族への周知について、府独自要件としたことは評価。
＜精神症状担当医師の配置要件＞
〇精神症状担当医師の緩和ケアチームへの配置について、現状（配置状況、緩和
ケア提供体制等）を鑑みると、少なくとも配置は必須化すべき。
〇府拠点病院については、大阪府から補助金等も出ていないことから、人的要件の設定については慎重になるところ。
〇精神症状担当医師の配置について、精神科医でなくとも研修会への参加等により要件を満たすことを鑑みれば、病院にとって、それほど大きな負担とはならない。
〇悩みを抱えている患者対応について、窓口となる者は専門教育を受けた者がベストであるが、それが難しいとしても、要件化することにより精神の窓口となる医師を配置する方向に誘導できる。
〇望ましいという要件は、人を配置しなくてよいということではなく、今後もう少し要件（ハードル）を上げていくという病院へのメッセージ。
〇医師の配置を要件化するとすれば、要件としてのハードルがかなり上がるので、専任・常勤が望ましいという要件は不要。
＜看護師の配置要件＞
〇専従･常勤の看護師配置の必須化ついて、現在の人的資源（認定看護師･専門看護師の数）や新たに研修を受講する看護師等を鑑みると、２年間の経過措置期間で対応可能と考える。
〇現在、資格を持っている看護師が、その業務に就いていない場合がある。病院に対し、専門性を生かせる人的配置を促す意味も込めて必須化すべき。
＜緩和ケアチームへの新規介入患者数（年間３５人以上）＞
〇新規介入患者数の年間３５人以上という要件について、既に実績が多いところにとっては何の刺激にもならない。例えば、「年間１００件以上であれば高く評価する」など掲げれば頑張っている施設に対しては刺激となる。
〇拠点病院から大阪府への現況報告について、現在はあまり情報公開が進んでいないが、今後、府拠点病院における要件の達成度を公開していくことにより、病院への刺激とし、誘導を促すこととしていきたい。
〇今後の人口減少等を考えると、国･府拠点病院数も減っていく方向なので、どこ
かの時点で少し厳しめの望ましい規定を作っていくことも選択肢としてある。
　　＜その他＞
〇今後、ワーキングの意見を踏まえ修正し、がん診療連携検討部会へ報告。文言に関しては、ワーキング長と大阪府で文言を調整した上で、もう一度各委員にお示しする。
（２）その他
【意見要旨】
　　　〇第三期がん対策推進計画策定時、拠点病院に対し患者調査を実施。２年経過し、中間評価ということで、今年、中間での変化を見るための調査を実施協力願いたい。
　　　　※府から国立大学法人大阪大学への委託事業
